
 

行政刷新会議 独立行政法人改革に関する分科会の状況 
 

 
● 今般、行政刷新会議において、独立行政法人の制度・組織の見直しに係る検討

を行うため、独立行政法人改革に関する分科会が設置された。 
 
● 必要に応じ、特定の分野に関する調査・検討を行うため、分科会にワーキング

グループが設置され、厚生労働省は第２ワーキンググループに属することとされ

た。これまでの分科会等のスケジュールについては以下の通り。 
 
 ◎第１回分科会（平成 23 年９月 21 日） 
 
 ・第１回 ＷＧヒアリング（対応：厚生労働省＆独立行政法人） 
   平成 23 年 10月４日(火) 国立病院機構 
   平成 23 年 10月５日(水)  労働者健康福祉機構 
 
 ◎第２回分科会（平成 23 年９月 28 日） 
 

・第２回 ＷＧヒアリング（対応：厚生労働省＆独立行政法人） 
   平成 23 年 10 月 11 日(火) 労働者健康福祉機構＆国立病院機構 
 
 ◎第３回分科会（平成 23 年 10 月 14 日） 
 
 ・第３回 ＷＧヒアリング（対応：厚生労働省） 
   平成 23 年 10 月 17 日(月) 労働者健康福祉機構＆国立病院機構 
 
 ◎第４回分科会（平成 23 年 10 月 19 日） 
 
 ◎第５回分科会（平成 23 年 10 月 24 日） 
 
 ・第４回 ＷＧヒアリング（対応：厚生労働省） 
   平成 23 年 10 月 26 日(水) 労働者健康福祉機構＆国立病院機構 
 
 ◎第６回分科会（平成 23 年 11 月１日） 
 
 ◎第７回分科会（平成 23 年 11 月９日） 
 
 ◎第８回分科会（平成 23 年 11 月 15 日） 
 
● 第８回分科会において、「独立行政法人改革における法人の事務･事業の特性

に応じた類型に係る議論の整理」が議論された。 
 
 ◎第９回分科会（平成 23 年 11 月 25 日） 
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平成23年10月11日 第2回ＷＧヒアリング 
国立病院機構提出資料 



制度等 社会医療法人 日本赤十字社 国立大学法人 独立行政法人 新法人 備考

意思決定
○社員総会又は評議員会による合議制（医療
法44条、48条の３～49条の４）

○代議員会による合議制（日赤法７条、21条
～24条）
○理事会による重要な業務の執行について審
議（日赤法20条）

○学長が国立大学法人の業務を総理。（国大
法11条）
○学長は重要事項を決定するに当たっては、
役員会の議を経る。（国大法11条）
※なお、経営に関する重要事項は経営協議会
（国大法20条）、教育に関する重要事項は教
育研究評議会（国大法21条）で審議することが
必要。

○法人の長は、法人を代表し、業務を総理す
る。（通則法19条）

○法人の長は、法人を代表し、業務を総理
する。
○重要事項の理事会付議の制度化につい
て、今後検討

役員の任免
○定款又は寄付行為の定めるところにより、
医師又は歯科医師である理事のうちから理事
長を選出（医療法46条の３）

○代議員会による選出・解任（日赤法18条、24
条）

○学長は国立大学法人からの申出に基づい
て文部科学大臣が任免（国大法12条、17条）
○監事（２名）は大臣が任免（国大法12条、17
条）
○理事は学長が任免（国大法13条、17条）

○法人の長及び監事については主務大臣が
任免（通則法20条、23条）
○その他役員については法人の長が任免（通
則法20条、23条）

○現行と同様の方向で検討

目標・評価 － －

○大臣が大学の意見に配慮した上で、各大学
ごとに中期目標（６年間）を設定（国大法30条）
○大臣が各大学の中期計画（６年）を認可（国
大法31条）
○国立大学法人評価委員会において毎年度
及び中期目標期間終了時の評価を実施（国大
法9条、国大法35条で準用する独法通則法第
32条、第34条）
○総務省の政策評価・独立行政法人評価委
員会が国立大学評価委員会の評価結果を
チェック（国大法35条で準用する独法通則法
第32条、第34条）
○中期目標期間終了時の評価については、教
育研究の状況について大学評価・学位授与機
構に評価の実施を要請し、当該評価の結果を
尊重（国大法35条で準用する独法通則法第34
条）

○主務大臣による中期目標の指示及び独立
行政法人評価委員会及び審議会（政策評価・
独立行政法人評価委員会）による評価・勧告
等に基づく中期目標管理制度（通則法29条～
35条）

○主務大臣による中期目標の指示及び中
期計画、年度計画の枠組みは必要
○実績評価については、国の医療政策の
下で公的な役割を果たしていることから、厚
労大臣自らが評価を行うか、新法人評価委
員会を設け、同委員会が評価を行うか今後
検討（なお、厚労大臣が自ら評価を行う場
合には社会保障審議会等への諮問の制度
化も検討）

○新しい法人における目標管理制度の具
体的な内容については、医療政策との関
連、独立採算を基本としていること、法人の
自主性、自立性等の観点から今後検討。
○中期目標の策定に当たっては、医療法に
基づく「医療提供体制の確保に関する基本
方針」との関連について今後検討。
○また、中期目標では、都道府県の医療計
画を踏まえて政策医療を実施するよう明記
○日本医療機能評価機構の評価は、法人
の評価ではなく、病院の特性に応じた病院
の機能評価であり、評価項目、基準等は異
なる。なお、国立病院機構及び労働者健康
福祉機構では、これまでも病院機能評価の
取得を推進しており、引き続き推進する予
定。

会計基準 ○病院会計準則（医療法50条の２）

○日本赤十字社会計規則（日赤法7条、定款
56条）
※その他、別に一般会計規程や医療施設特
別会計規則等が設けられている。

○国立大学法人会計基準（国立大学法人法
施行規則第13条）

○独立行政法人会計基準（独立行政法人国
立病院機構の業務運営並びに財務及び会計
に関する省令第８条、独立行政法人労働者健
康福祉機構の業務運営並びに財務及び会計
に関する省令第８条）

○病院会計準則を基本

人事・給与 －

○役員は代議員会による選出・解任（日赤法
18条、24条）
○職員に関する事項は、別に規則によって定
める（日赤法7条、定款53条）

○法人の長による任免（監事除く）（国大法12
条、17条、国大法35条で準用する独法通則法
第26条）
○役職員の報酬等について法人が支給基準
を定め、主務大臣に届出及び公表（国大法35
条で準用する独法通則法第52条、第63条）
○総額人件費５％削減の対象

○法人の長による任免（監事除く）（通則法20
条、23条）
○役職員の報酬等について法人が支給基準
を定め、主務大臣に届出及び公表（通則法62
条、63条）
○総額人件費５％削減の対象
○職員の給与は、原則公務員準拠

○法人の長による任免（監事除く）
○役職員の報酬等について法人が支給基
準を定め、厚労大臣に届出し、公表
○理事、監事及び職員に対する報酬等の
支給基準は、公務員準拠ではなく、法人の
実績、病院関係の給与動向に適合したもの
とする。
○病院事業の特性に鑑み、総人件費規制
の適用除外とする。

予算 －
○独立採算を基本とするが、国の委託事業や
必要な施設・整備への財政措置あり。

○政府による法人の業務の財源に充てるため
に必要な金額の全部又は一部の交付（国大法
35条で準用する独法通則法第46条）
○利益剰余金については、中期計画終了時、
目的積立金等を除き、原則国庫納付（国大法
32条）

○政府による法人の業務の財源に充てるため
に必要な金額の全部又は一部の交付（通則法
46条）
○利益剰余金については、中期計画終了時、
目的積立金等を除き、原則国庫納付

○診療事業については、国からの運営費交
付金は交付せず、診療報酬等の収入と、政
策医療を実施する民間医療機関に交付さ
れる国や自治体の助成金等をもって充てる
ことを原則とする。
○その他の経費については、新法人の在り
方の中で検討
○病院事業による利益剰余金については、
事業の特性に応じた利益処分手続き・基準
を設定

補助金
○医療提供体制確保対策費を始めとする医
療施設費等助成

○国の救護に関する業務の委託に係る費用
の全部又は一部の交付（日赤法33条）
○業務の実施に必要な施設又は設備を整備
する場合における国又は地方公共団体による
助成（日赤法39条）

○国立大学法人運営費交付金と施設整備費
補助金

○基本的には、使途が限定されない運営費交
付金

○診療事業に関し、民間医療機関への国
の補助金、委託費や地方自治体の助成金
は、新法人へも同様に助成

公的資金の種類
と割合

－

○特定目的のための国庫補助や国の委託事
業に伴う補助、公益補助金を受け、医療施設
等の機器等を整備している
　一般会計に占める公的資金の割合：1.2％
　医療施設特別会計に占める公的資金の割
合：0.6％
　血液事業特別会計に占める公的資金の割
合：0.3％
　社会福祉施設特別会計に占める公的資金
の割合：5.6％

○国立大学法人運営費交付金と施設整備費
補助金
○国立大学法人運営費交付金が法人の経常
収益に占める割合は平成21年度で39.1％

○国立病院機構：運営費交付金及び施設整
備補助金等（23年度収入予算額に占める左記
公的資金（国費）の割合：4.0％）
○労働者健康福祉機構：運営費交付金及び
施設整備補助金等（23年度収入予算額に占
める左記公的資金（国費）の割合：9.4％）

○経常収益に占める運営費交付金の割合
は、22年度では国立病院機構4.9％、経常
収益に占める運営費交付金等国費の割合
は、22年度では労働者健康福祉機構9.3％
であるが、今後縮小する見込み

国の関与・監督

－
（都道府県知事による（医療）法人設立の認
可・取消、社会医療法人の認定・取消その他

の監督権限あり）

○厚生労働大臣による定款の変更の認可（日
赤法7条）
○厚生労働大臣は、業務若しくは財産の状況
に関し報告させ、又は立入検査をさせることが
できる（日赤法36条）
○厚生労働大臣による監督処分（日赤法37
条）
○厚生労働大臣による役員の解任勧告（日赤
法38条）

○国立大学の教育研究の特性に常に配慮（国
大法3条）
①役員の任免
　・法人の長は国立大学法人の申出に基づき
文部科学大臣が任免（国大法12条、17条）
　・監事は文部科学大臣が任免（国大法12条、
17条）
　・理事について学長が任免（国大法13条、17
条）
②目標・評価
　国立大学法人の意見を尊重した上での主務
大臣による中期目標の指示及び国大大学法
人評価委員会及び審議会（政策評価・独立行
政法人評価委員会）による評価・勧告等に基
づく中期目標管理制度（国大法9条、30条、31
条、国大法35条で準用する独法通則法31条
～35条）
③財務及び会計
　・長期借入れ及び債権の発行に当たっての
大臣認可（国大法33条）
　・財務諸表等の主務大臣の承認（国大法35
条で準用する独法通則法38条）
　・主務大臣による会計監査人の選解任（国大
法35条で準用する独法通則法40条、43条）
　・利益剰余金の再投資に係る主務大臣の承
認（国大法35条で準用する独法通則法44条）
　・重要財産の処分に係る主務大臣の認可
（国大法35条で準用する独法通則法48条）
等
④主務大臣による報告及び検査、違法行為等
の是正（国大法35条で準用する独法通則法64
条、65条）

①役員の任免
　　法人の長及び監事について主務大臣が任
免（通則法20条、23条）
②目標・評価
　　主務大臣による中期目標の指示及び独立
行政法人評価委員会及び審議会（政策評価・
独立行政法人評価委員会）による評価・勧告
等に基づく中期目標管理制度（通則法29条～
35条）
③財務及び会計
　・財務諸表等の主務大臣の承認（通則法38
条）
　・主務大臣による会計監査人の選解任（通則
法40条、43条）
　・利益剰余金の再投資に係る主務大臣の承
認（通則法44条）
　・重要財産の処分に係る主務大臣の認可
（通則法48条）　　　　等
④主務大臣による報告及び検査、違法行為等
の是正（通則法64条、65条）
⑤災害発生時等の厚生労働大臣による業務
実施要求（国立病院機構法19条）、重大労働
災害発生時の厚生労働大臣による措置要求
（労福機構法16条）

①役員の任免
・法人の長及び監事について、主務大臣が
任命する方向で検討
②目標・評価
・主務大臣による中期目標の指示及び中期
計画、年度計画の枠組みは必要
・実績評価については、国の医療政策の下
で公的な役割を果たしていることから、厚労
大臣自らが評価を行うか、新法人評価委員
会を設け、同委員会が評価を行うか今後検
討（なお、厚労大臣が自ら評価を行う場合
には社会保障審議会等への諮問の制度化
も検討）
③財務及び会計
　財務・会計の国の関与の具体的な在り方
（財務諸表の取扱い、利益処分の基準、手
続き等）について、独立採算を基本とする法
人の特性、法人の自主性、自律性等の観
点から、新法人にふさわしい基準・手続きを
今後検討
④主務大臣による報告及び検査、違法行
為等の是正
⑤災害発生時等の厚生労働大臣による業
務実施要求（国立病院機構法19条）、重大
労働災害発生時の厚生労働大臣による措
置要求（労福機構法16条）

○新しい法人における目標管理制度の具
体的な内容については、医療政策との関
連、独立採算を基本としていること、法人の
自主性、自立性等の観点から今後検討
○新しい法人における財務・会計に関する
基準、手続きについては、独立採算を基本
とする法人の特性、法人の自主性、自律性
の観点等から、新法人にふさわしい基準・
手続きを今後検討

国の出資（額） － －

○国立大学法人の成立の際国から承継した
資産価額から負債金額を差し引いた額は、政
府から出資されたものとする（国大法附則9
条）。出資額7兆4315億円（16年4月1日時の価
額）

○政府は、個別法で定めるところにより、出資

○国からの出資は、引き続き必要
①国立病院機構の成立の際国から承継し
た資産価額から負債金額を差し引いた額
は、政府から出資されたものとする（通則法
８条、国立病院機構法附則５条）。出資額
2129億円（平成23年３月末）。
②労福機構の成立の際労働福祉事業団か
ら承継した資産価額から負債金額を差し引
いた額は、政府から出資されたものとする
（通則法８条、労福機構法附則２条）。出資
額1476億円（平成23年３月末）。

税制

○国税（法人税は医療保健業について非課
税、収益事業のみ22％課税）
○地方税（事業税は医療保健業について非課
税、固定資産税・都市計画税・不動産取得税
については、救急医療等確保事業に係るもの
は非課税）

○国税（消費税を除き非課税）
○地方税（法人住民税、事業税、不動産取得
税、固定資産税、事業所税は非課税等）
※収益事業にかかるものは課税されるが、日
本赤十字社が行う医療保健業は非収益事業
扱い

○国税（消費税を除き非課税）
○地方税（法人住民税、事業税、不動産取得
税、固定資産税、事業所税は非課税等）
※固定資産税については国立大学法人以外
の者に土地を貸与する場合は課税される場合
がある

○国税（消費税を除き非課税）
○地方税（法人住民税は均等割課税、不動産
取得税・固定資産税は病院に係る固定資産、
看護専門学校において直接教育の用に供す
る固定資産について非課税等）

○現行と同様の方向で検討

新しい法人の制度比較について
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